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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本研究は、子ども集団規模の適正化の方法や効果を検証したうえで、帰宅後の家庭生活も含めた現代の
子どもたちの生活総体から学童保育が備えるべき要件を問うものである。すなわち、「安全な放課後の遊
び場」という基盤要件に加えて、これまでにも現場で語られてきた「家庭に代わる居場所」の要件を明確
にし、さらに新たな視点として提起した「地域拠点性」を備えた学童保育所への展開の枠組みを提示し、
その実現のための条件を明らかにしたものである。論文は以上の枠組みに対応した3部構成になっている。 
 1部では、学童保育所の整備状況と子どもの帰宅後の生活実態から学童保育所に求められる課題を明ら
かにしている。まず、全国市区町村を対象とした調査から、自治体の人口規模別の学童保育所の整備状況
と課題を分析し、整備課題には地域差があることを示した。とりわけ子どもの集団規模に着目し、大規模
学童保育解消策とガイドライン策定への対応を分析した。次に、子どもの放課後の生活を生活時間調査に
より把握し、学童保育所に求められる役割を位置づけている。帰宅時間の遅延化による実質家庭生活時間
の減少が、家庭における気晴らし行為や遊び時間を圧迫していること等を指摘し、親の労働時間に合わせ
て長時間化する学童保育は、家庭に代わる居場所として、外遊びを含めた放課後の豊かな遊び場を提供し、
さらに休息・気晴らし行為を保障する場としての必要性があることを示した。 
 2部では、施設空間との関係からみた集団規模の適正化の効果を検証している。施設の平面構成との関
係に着目し、子ども集団の大規模化による子どもの行為への影響を分析することで、適正規模化の必要性
を示した。さらに、集団規模と、静的生活行為と動的遊び行為の空間的分離の関係を分析することで、集
団規模が大きくなると単純な空間区分だけでは対応できなくなっている実態を明らかにし、施設空間計画
の指針を提示した。また、大規模学童保育を解消するための分割方法を検討している。 
 3部では、大阪市の民設型学童保育所を取り上げ、地域拠点性を備えた居場所の可能性を検討している。
まず、民設型学童保育所を家庭に代わる生活の場という観点から評価し、その利点と課題を明らかにした。
さらに、子どもの生活行為と地域との関わりから、民設型学童保育所のなかに地域拠点性を見いだし、そ
の成立条件を導いた。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 子どもの放課後の居場所整備の必要性が強く認識されるようになり、1997年に児童福祉法に位置づけら
れて以降急速に学童保育所整備が進められているが、学童保育所の役割や子どもたちの生活の場として備
えるべき質についての枠組みは確立途上にあり、研究も進んでいない。ことに学童保育所の大規模化が全
国的に問題になっているなか、子ども集団規模との関係に焦点をあてた学童保育の運営、施設空間計画の
指針を明らかにすることが課題となっている。さらに、地域コミュニティが希薄になりつつある現代社会
において、学校の延長ではない子どもの放課後生活を、地域との関わりの中で再構成する視点が重要であ
る。 
 本研究は、こうした課題に応え、子どもの生活と学童保育所の詳細な実態調査を通じて、家庭に代わる
居場所、さらに地域拠点性を備えた学童保育所の条件を明らかにし、地域空間、及び施設空間計画の指針
 を示した。第１に、保育時間が長時間化し、学童保育にいる時間が子どもの放課後のすべてになりつつあ
る実態から、休憩や気晴らしを含む基本的生活行為が保障され、自由に安心して過ごせる場としての「家
庭に代わる居場所」の必要性を検証した。第２に、子どもたちの行動が地域に広がり、地域の空間や人と
関わりながら過ごす拠点となることを「地域拠点性」とし、学童保育が備えるべき新たな要件として提起
した。 
 現代の子どもをとりまく社会環境や家庭生活の実態に迫り、そのなかから今日の学童保育に求められる
役割を示したことは有用な成果であると評価できる。また学童保育施設の建築計画領域における研究のな
かでも、集団規模に着目した視点は独自性を有すると判断できる。大規模化解消の具体的な方法論を提示
した意義は大きく、その成果はすでに自治体レベルの学童保育整備の取り組みで参照され、高く評価され
ている。 
 以上のように本研究は、これからの学童保育整備の方向性を示したという点で、新規性と有用性を持っ
ていると評価できる。よって、審査委員会は本論文が博士（学術）の授与に値するものと認めた。 
 
 
 
 
